
	退職の経緯に関するトラブル


Ⅰ．紛争事例の概略
1 Ｂ氏は自動車教習所、不動産業、レジャー産業等の多角経営のＡ社に勤務。

従業員６０人（臨時含む）。社長のワンマン体制による企業体質。

2 社長から辞職を勧められ、退職届を提出して退職。

3 帰郷後、B氏の下に雇用保険の資格喪失確認通知書と離職票が送付。

4 離職票の「離職理由欄」が「一身上の都合による転職希望退職」となっていた為「解雇」ではないかとＡ社へ交渉したが自筆による「退職届」もある為、変更不可能と交渉決裂。

5 Ｂ氏は地元のハローワークへ「退職届は社長の強要により書かされた」と申し立て

Ⅱ．紛争事例の背景

　１．A社では労使間の調整は社長の一方的な主張が認められるケースが多い

２．経営内容があまり良くない

３．就業規則はあるが権利を主張すると会社の経営に支障が生じると考えている

４．解雇があると受給中の継続雇用定着促進助成金に影響がある

５．社長と見解が相違した場合「いやなら辞めてもいいんだよ」と解雇をほのめかすのが口癖

６．辞職届提出により解雇予告手当は未支給。失業給付も自己都合退職となり、離職理由に

　　よる給付制限を受ける

７．Ｂ氏のみならず全従業員に就業規則が完全履行されていない「ワンマン社長」の経営体質に不満がある

Ⅲ．紛争処理のポイント
１．一般的な社会常識について　　　　　

1 会社の存在は、従業員があって初めてその存在感がある　　　　　　　　　　　　　　

2 会社の発展は、従業員の養成によって成り立つ

3 手本は、社長自らが示すこと

4 社長を見れば、会社がわかる

5 経営者と従業員の信頼関係について築き上げるには多くの時間と努力が必要

２．法の遵守について（コンプライアンス）

1 法律は、誰のために何のためにあるのか

2 労働基準法は何のためにあるのか

3 就業規則や関連規程はなぜ必要か

4 法律や規則などは、なぜ守らなければならないか
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１．一般的な社会常識について



２．法の遵守について

↓　　　　　　　　　　　　　　　↓

紛争処理　　　　　　　　　　　　　今後の課題　　　
ⅰ）退職に至る「詳細経緯書」を作成　　　ⅰ）職場で安易に「解雇」を連想させるよう
ⅱ）「離職票記載内容補正願」を提出　　　　　　な言動は禁句
ⅲ）離職理由を「自己都合退職」から　　　ⅱ）労働基準法と就業規則を正しく理解した上　　

「事業主の勧奨による退職」に訂正　　　　で労務管理
　　　　↓　　　　　　　　　　　　　　　ⅲ）従業員の資質、能力をどう評価し、処遇

　　　その結果　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　するかを明確に　　　　　　　　　　　　
・助成金の受給は打ち切り

・解雇予告手当は不要

・Ｂ氏の納得

Ⅳ．紛争予防の手続きと手順

（１）解雇の意義

	普通解雇
	整理解雇、懲戒解雇以外の理由による解雇

	整理解雇
	経営不振による経営合理化など経営上の理由を伴って行う人員整理

	懲戒解雇
	業務命令違反など企業の秩序違反に対する懲戒処分としての解雇


【整理解雇の要件】

　

１人員削減の経営上の必要　　　　　
２整理解雇回避努力の実行
３合理的な整理解雇
４労使間の協議

（２）労働法上の解雇規制

・労働基準法第３条　　（均等待遇に反する解雇の禁止）

労働者の国籍、信条、または社会的身分を理由とする差別解雇の禁止

　　　・労働基準法第19条　（解雇制限）

　　
①業務上の負傷、疾病のため休業する期間、その後30日間
　　　　　　　　　　　　　　②産前産後休業期間、その後30日間　

　　　　
　　　　　　　　　　　　　↓　（解雇制限が解除される場合）

　　　　　　　　　　∘業務上負傷等による休業について打切補償を支払った場合

　　　　　　　　　　∘天災事変その他やむを得ない事由のため継続が不可能の場合

　　　　　　　　　　　で労動基準監督署長の認定を受けた場合

· 労働基準法第20条　（解雇予告）

　　　労働者を解雇する場合は、少なくとも30日前にその予告をするか

　　　これに変えて30日分以上の平均賃金を支払うこと

· 労働基準法第104条　（監督機関への申告を理由とする解雇の禁止）

· 育児・介護休業法第10条・16条　（育児・介護休業の申出または休業したことを　　　　　　　　　　　　　　　　

理由とする解雇禁止）

　　　　・男女雇用機会均等法第8条　　（女子労働者の差別解雇の禁止）

　　　　・労働組合法岱条第１項第４号　　（不当労働行為としての解雇禁止）

以上のように使用者が労働者を解雇する場合には厳しい制限があり、解雇は労務管理上の

最終手段として慎重に行うべきものである。

（参考資料）
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整理解雇を回避するための策の実行（経費削減、昇給・賞与の削減　　　　　役員報酬・役員手当のカット、残業抑制、新卒採用の停止・削減、


配転、出向、パートの雇止め、派遣契約解除、一時帰休、希望退職募集など。





解雇する人選基準が合理的なこと。過去の懲戒歴、遅刻などの勤務


状態が悪い者、扶養家族等労働者への影響が軽い者、一定年齢より


上の者、転職の可能性など。








労働者に事情説明があること。整理の必要性、回避努力の実行状況、


人選基準の合理性の説明など。








会社の維持・存続を図るために人員削減の必要性があること。
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